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本日の説明内容

新潟県中越沖地震の概要とその影響

設備の健全性評価の考え方

点検について

解析について
ー建屋の地震応答解析結果

ー設備の地震応答解析結果

まとめと今後の予定
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新潟県中越沖地震の概要とその影響
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新潟県中越沖地震の概要

柏崎

号機
水平-

南北方向

水平-

東西方向
垂直

1 311(274) 680(273) 408(235)

2 304(167) 606(167) 282(235)

3 308(192) 384(193) 311(235)

4 310(193) 492(194) 337(235)

5 277(249) 442(254) 205(235)

6 271(263) 322(263) 488(235)

7 267(263) 356(263) 355(235)

新潟県

柏崎市・刈羽村

最大値：680gal

1号機 7号機

地震加速度（東西成分）

最大値：356gal新潟県

柏崎市・刈羽村

新潟県

柏崎市・刈羽村

最大値：680gal

1号機 7号機

地震加速度（東西成分）

最大値：356gal

単位:ガル (cm/s2), ( )内は設計値

静的水平地震力は 470Gal

発震日時；2007年7月16日10時13分頃
震源位置；上中越沖 北緯37度33.4分，東経138度36.5分
深さ；17㎞
気象庁マグニチュード；M=6.8
柏崎刈羽原子力発電所まで；震央距離：16㎞，震源距離：23㎞
震度；震度6強：柏崎市，刈羽村，長岡市、

震度6弱：上越市，小千谷市，出雲崎町
地震計

スクラム(自動停止)設定値:
水平 : 120 ガル
垂直: 100 ガル
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今までに確認した不適合の状況

耐震設計は指針による安全上の重要度に基づきなされる。

これまでの点検で、安全上重要なＡｓ／Ａクラスの設備に損傷は確認されず。

しかしながら、Ｂ／Ｃクラスの設備については損傷が確認されている。

耐震クラス 設備の例 損傷

As*1

A *1

原子炉圧力容器

原子炉格納容器

制御棒

非常用炉心冷却系

原子炉建屋

無

無

B

タービン設備

放射性廃棄物処理系

原子炉建屋天井クレーンジョ
イント部

C

主発電機

変圧器

所内ボイラー

所内変圧器、主排気筒ダクト、
消火系配管など

*1: 2006年に策定された新指針では、ＡｓとＡクラスはＳクラスに統一されている。
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１～４号機および周辺の主な被害状況

低圧ﾀｰﾋﾞﾝ(B)

動翼と静翼の接触痕

発電機点検

Ｈ20.3～

高圧ﾀｰﾋﾞﾝ，低圧ﾀｰﾋﾞﾝ(A)

動翼と静翼の接触痕

変圧器修理

発電機点検

Ｈ20.1～

消火系配管損傷

ろ過水タンク

変圧器修理

発電機点検

Ｈ20.2～

低圧ﾀｰﾋﾞﾝ(A)

動翼と静翼の摩耗痕

変圧器修理

発電機点検

Ｈ20.1～

低圧ﾀｰﾋﾞﾝ(A)

動翼と静翼の摩耗痕

取水路・放水路拡大図

K1 
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

K1 取水路 K2 取水路 K3 取水路

放水口

K1 放水路

K4 取水路

K1 
海水熱交
換器建屋

K2放水路
K3
放水路

K4
放水路

補機放水路

躯体損傷

K1 取水路 K2 取水路 K3 取水路K4 取水路

K2 
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

K3 
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

K4 
ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

K2 
海水熱交
換器建屋

K3 
海水熱交
換器建屋

K4 
海水熱交
換器建屋

炉内点検

K１：H19.8.21～12.14

気水分離器の脚部・ガイド

ピンに変形

今後点検予定

点検中（今のところ異常な
し）

点検の結果，比較的

軽微な異常あり

点検の結果，復旧に

比較的長期間要する

避雷鉄塔

【その他被害】

・事務本館

・構内道路

・港湾設備

・排気筒ダクト

・循環水ポンプ建屋

・保全部倉庫クレー

ンの落下

変圧器修理
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５～７号機および周辺の主な被害状況

取水路・放水路拡大図

K7 ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 K6 ﾀｰﾋﾞﾝ建屋 K5 ﾀｰﾋﾞﾝ建屋

K7 取水路 K6 取水路 K5 取水路 放水口

K5 放水路

K6 放水路K7 放水路

発電機点検

K5：H19.11～（点検中）

K7：H19.11～（点検中）

軸受構成品に接触痕

K7

低圧タービン(Ａ)(B)

動翼と静翼の摩耗痕

原子炉ウェル

ライナー漏えい

（２箇所）
変圧器修理

K5 
海水熱交
換器建屋

放水路損傷

補機放水路陥没

K7 取水路 K6 取水路 K5 取水路

変圧器修理今後点検予定

点検中（今のところ異常な
し）

点検の結果，比較的

軽微な異常あり

点検の結果，復旧に

比較的長期間要する

発電機点検

K6：H20.3～

変圧器修理

炉内点検

K5：H19.11.22～12.27

燃料集合体の位置ずれ

ジェットポンプのクサビずれ

ろ過水タンク

【その他被害】

・構内道路

・排気筒ダクト

・ＯＦケーブル

・固体廃棄物貯蔵庫

のドラム缶倒れ

・技能訓練施設

K5，6

高圧ﾀｰﾋﾞﾝ，低圧ﾀｰﾋﾞﾝ(A)

動翼と静翼の接触痕
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不適合の状況 1号機 軽油タンク周辺地盤沈下

軽油タンク全景 軽油タンク周辺地盤の沈下

軽油タンクに油漏えいや変形等はなく，構造上問題ないことを確認

＊7/18 柏崎市長より，消防法の規定により発電所の使用停止命令（対象は軽油タンク等の危険物施設）を受領

7/24 柏崎市長より，当社より申請のあった施設（非常用ディーゼル発電設備（軽油タンク含む），補助ボイ
ラ設備）の使用の通知を受領
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不適合の状況 その他設備の損傷事例

No.4ろ過水タンク

屋外消火系配管
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作動試験

非常用炉心冷却ポンプディーゼル発電機

分解・点検等を実施予定

機器を運転し，動作を確認

異常の徴候が認められた場合



10©2008 The Tokyo Electric Power Company, Inc. All Rights Reserved.

目視点検

原子炉冷却材
再循環系ポンプ

残留熱除去系
ポンプ

主蒸気隔離弁

安全上重要な機器は外観上健全

代表機種については、
分解・点検を実施
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炉内点検

２月

2008年

１月12月11月10月9月

7

6

5

4

3

2

8月

1

2007年
号機

点検準備

フェーズ1

点検準備

点検準備

フェーズ2 フェーズ3 フェーズ1：原子炉上部点検
フェーズ2：原子炉中間部点検
フェーズ3：原子炉底部点検

点検準備
原子炉開放

点検準備
原子炉開放

点検準備
原子炉開放

点検準備
原子炉開放

点検準備
原子炉開放

点検準備
原子炉開放

燃料取出し

燃料取出し

制御棒引き抜き・点検

燃料取出し

フェーズ1・2 フェーズ3

燃料取出し

フェーズ1・2 フェーズ3

燃料取出し

フェーズ1・2 フェーズ3

燃料取出し

フェーズ1・2燃料集合体・制御棒配置確認

点検準備

フェーズ3

点検準備

点検準備

点検準備

燃料集合体・制御棒配置確認

燃料集合体・制御棒配置確認

燃料集合体・制御棒配置確認

燃料集合体・制御棒配置確認

燃料集合体・制御棒配置確認
原子炉ウェル点検

フェーズ1・2 フェーズ3

点検準備

フェーズ1・2 フェーズ3

点検準備

12/14終了

12/25終了

12/27終了

12/26終了

2/１９
終了

2/5終了

1/28終了
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炉内点検

全号機の炉内点検終了 ⇒ 設備の機能・構造に影響を及ぼす異常はなし

＜原子炉建屋断面図＞

７号機原子炉開放作業

フェーズ１
（第一段
階）

原子炉上部

フェーズ２
（第二段階）
原子炉中間部

フェーズ３
（第三段
階）

原子炉底部

原子炉内構造物の損
傷や変形の有無を水
中カメラで確認

• １号機 気水分離器仮置き用脚部・ガイドピンに曲がり
• ５号機 ジェットポンプクサビのずれ、燃料集合体の位置ずれ を確認

原子炉圧力容器と蓋の接合部の点検
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炉内点検(1/4) ・フェーズ１

ガイドロッド

給水スパージャ

炉心スプレイ配管

上部格子板

炉心スプレイスパージャシュラウド上部胴内面
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炉内点検(2/4) ・フェーズ２

低圧炉心注入配管
炉心支持板・燃料支持金具

LPRM

ジェットポンプ
K5 ジェットポンプクサビ

（ずれ）
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炉内点検(3/4) ・フェーズ３
炉心支持板・
炉心シュラウド

中性子束計測案内管
スタビライザ

シュラウドサポート

制御棒駆動機構ハウジング／案内管

中性子束計測ハウジング

制御棒駆動機構
ハウジング

制御棒案内管

中性子束計測案内管

炉心シュラウド内部

差圧検出配管ほう酸水注入系配管

中性子束計測案内管
スタビライザ

炉心シュラウド

炉心支持板
（スタッドボルト）

中性子束計測
ハウジング

炉心外周部 炉心内周部

制御棒案内管

制御棒駆動機構
ハウジング

制御棒駆動機構
ハウジング

炉心内周部

差圧検出・ほう酸水注入系配管
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炉内点検(4/4)
蒸気乾燥器 気水分離器

仮置き用脚部ガイドピン

K1仮置き用脚部・
ガイドピン
（曲がり）
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炉内点検（５号機 燃料集合体・制御棒配置確認）

約１００ｍ
ｍ

約６０ｍ
ｍ

約４０ｍ
ｍ

正常装荷状態

流
れ 燃料集合体が燃料支持金具の

外側へずれた状態

燃料集合体

炉心支持金具

燃料支持金具

燃料集合体

炉心支持板

燃料集合体

燃料支持金具
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タービン点検の結果

高圧タービン
低圧タービン
（A）

低圧タービン(B) 低圧タービン(C)

１号機
（定検中）

地震発生時
開放状態

地震発生時
開放状態

地震発生時
仮組込状態

軽微な接触痕有り

地震発生時
開放状態

２号機
（起動中）

軽微な
接触痕有り

軽微な
接触痕有り

３号機
（運転中）

軽微な
接触痕有り

摩耗箇所有り

４号機
（運転中）

軽微な
接触痕有り

摩耗箇所有り

５号機
（定検中）

軽微な
接触痕有り

軽微な
接触痕有り

６号機
（定検中）

軽微な
接触痕有り

軽微な
接触痕有り

７号機
（運転中）

軽微な
接触痕有り

摩耗箇所有り
摩耗箇所有り
(点検中)

軽微な接触痕有り
(点検中)

順次点検を実施

今後，タービン点検をすすめ、損傷があった場合には修理を実施

接触痕
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主発電機点検

軸受構成品
固定子 回転子

軸受メタル 油切り 軸封部

軽微な
接触痕

異常なし

異常なし

順次点検を実施

順次点検を実施

順次点検を実施

異常なし

異常なし

順次点検を実施

異常なし

打痕あり

軽微な
接触痕

異常なし

異常なし

大型修理計画

１号機
軽微な
接触痕

・打痕あり

・取付ボルト
の変形切断

２号機
固定子巻替
回転子工場点検

３号機
固定子巻替
回転子工場点検

４号機
軽微な
接触痕

異常なし
固定子巻替
回転子工場点検

６号機

５号機
軽微な
接触痕

異常なし 回転子工場点検

軽微な
接触痕

軽微な
接触痕

７号機
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主発電機点検 ～７号機～

タービン側内側油切り接触痕
コレクタ側内側油切り接触痕

接触痕
接触痕

当たり傷

油切りとシールリングを交換

タービン側シールリング接触痕
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設備の健全性評価の考え方
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設備の健全性評価に関するアクションプラン

新潟県中越沖地震に対する
設備の健全性評価

復旧※

地震応答解析

設備点検

※地震発生前の状態への復旧

必要に応じ
補強工事実施

基準地震動Ssに対する
耐震安全性評価

活断層の評価
中越沖地震の
知見の反映

地質調査

基準地震動
Ss策定
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地震応答解析地震応答解析設備点検設備点検

総合評価総合評価 （上表参照）（上表参照）

新潟県中越沖地震の影響についての健全性評価フロー

基本点検
例:
• 目視点検
• 漏えい試験
• 機能試験

異常あり?

追加点検
例:
• 非破壊試験
• モックアップによる破壊試
験

簡易的簡易的なな条件・手法による
解析

算出値 <IIIAS?

より現実に近いより現実に近い条件・手法
による解析

裕度は十分?

異常あり?

I-1 I-2 A-2 A-1

N

Y

N

Y

N

Y

N

Y

設備の健全性評価（総合評価）表設備の健全性評価（総合評価）表

点検
解析

異常なし (I-1) 異常あり (I-2)

良好 (A-1) 評価終了

比較的裕度が少ない
(A-2)

追加評価・試験等

復旧
(修理，取替)
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点検・評価計画書

地震後の保全活動全般については、保安規定に定める「特別な保全計
画」を策定し実施

（主要対象機器：熱交換器140基、ポンプ350台、弁15,000個等）

（110万kWクラスの例）

このうち、工事計画書対象設備については、原子力安全・保安院から
の指示*に基づき、「点検・評価計画書」を策定

（７号機、１号機の機械・電気・計装設備に関する点検・評価計画書を提出、
7号機で点検対象機器は約1,500件）
*原子力安全・保安院指示文書：「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力発電所の
設備の健全性に係る点検・評価計画について 」（平成19年11月9日付）

この計画に基づき，現在点検および地震応答解析を実施中
点検及び地震応答解析については、非破壊検査手法、詳細評価手法等に最
新の技術、知見を取り入れ、様々な手法で実施していく

他号機および設備についても，順次提出予定
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点検について
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点検の進め方

点検評価計画書に記載する対
象機器について、耐震設計技
術指針等を参考に立形ポンプ、
横型ポンプ等の地震の影響が
同等と考えられる機種に分類
する。

①点検対象機器の抽出

②地震の影響が同等と考えられる機種に分類

③地震の影響が及ぶ可能性のある部位を整理
し、有効な点検方法を検討

■動的機器（立形ポンプ等）
■静的機器（配管等）
■支持構造物等（基礎部等） 等

④機種毎に整理した方針を個別機器へ展開し、
個別機器の要領書等へ反映

⑤点検の実施

⑥点検後の評価
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【点検の進め方】
② 7号機の点検対象設備分類

動的機器 静的機器

1)  立形ポンプ

2)  横形ポンプ

3)  往復動ポンプ

4)  ポンプ駆動用タービン

5)  モータ

6)  ファン

7)  冷凍機

8)  空気圧縮機

9)  弁

10)ダンパ

11)非常用ディーゼル発電機

12)制御棒

13)制御棒駆動機構

14)主タービン

15)発電機

16)インターナルポンプ

17)燃料取替機

18)クレーン

19)原子炉圧力容器

20)炉内構造物

21)配管

22)燃料ラック類

23)熱交換器

24)復水器，給水加熱器，湿分分離加熱
器

25)プールライニング

26)変圧器

27)蓄電器

28)遮断器

29)計器，継電器，調整器，検出器，変
換器

30)原子炉格納容器

31)アキュムレータ

32)ろ過脱塩器

33)ストレーナ / フィルタ

34)空気抽出器

35)除湿器

36)タンク

37)計装ラック

38)制御盤・電源盤

39)空調ダクト

40)燃料体（燃料集合体
およびチャンネルボッ
クス）

●原子炉建屋等の建物・構築物については、その構造特性に応じた点検および構造評価を行うこととする。
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地震による要因 想定現象 損傷箇所及び形態

取付ボルトの損傷
（基礎ボルト）

電動機焼付

メカニカルシールの
漏えい

ポンプ本体応答過大

配管応答過大

軸応答過大

配管反力過大

取付ボルト応力過大
（基礎ボルト）

軸受荷重過大

軸受のかじり

ディスチャージ
ケーシング応力過大

電動機過負荷

ディスチャージ
ケーシング変形過大

カップリングの損傷

ディスチャージ
ケーシングの損傷

・
・
・

軸受振動過大

ライナーリングのかじり

軸受けの損傷

ライナーリングのかじり

■過去の加振試験、評価結果等を参考に、地震による影響と損傷が想定される部位、形態
を整理する。また、過去の知見等が得られない設備については、機器の設計者により、
地震の影響を受ける部位等を想定し、これらを作成。

・
・
・

【点検の進め方】

③ 地震の影響が及ぶ可能性のある部位を整理（立形ポンプの例）
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【点検の進め方】

③ 有効な点検方法を検討（立形ポンプの例）

■立形ポンプについては、
ー機能、性能を求められる機器であること
ー作動時におけるデータにより定量的に健全性を示せること
から、目視点検と作動試験を基本とした点検を計画し、作動試験等で問題が確認さ
れた設備について分解点検を実施する。
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【点検の進め方】

⑥ 点検後の評価（立形ポンプの例）

■軸受け部の目視点検記録
■シャフト、インペラ等の
目視点検記録、ＰＴ記録

■バレル部の目視点検記録 等

追加点検データ

地震前のデータとの比較
■各部の振動データ
■各部の温度データ 等

機器要求スペックとの比較
■機器の性能情報

動的機能確認済み加速度
との比較

総合評価

追加点検

基本点検
（作動試験）の実施

採取したデータの評価
■機器の性能データ
■各部の振動データ
■各部の温度データ 等

状態監視技術の活用（主に振動診断技術）
地震前後の振動値、周波数値との比較や地震後連続運転している
機器の傾向分析結果の活用

比較

地震後振動等の傾向分析

地震後（2007年8月27日）地震前（2007年7月13日）

基本点検で異常が
確認された場合

主要な点検評価の流れ

評価等実施時のデータの流れ

予め計画する追加点検
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点検実施者の力量管理

非破壊検査作業等の有資格作業等については、必要となる有資格者を配
置

「今回の点検の特徴」を踏まえ、各機器において想定される損傷及び損
傷に対する点検方法について知識を有していること

目視点検については、以下に留意した人員配置

NDIS 3413 「非破壊試験技術者の視力及び色覚の試験方法」にて準用さ
れる、JIS Z 2305「非破壊検査－技術者の資格及び認証」にて非破壊検査
員に要求される近方視力の確認を行う等、視力に問題のない者を配置

業務経験年数等、適切な力量を有する者を配置

必要に応じ、地震によって影響を受け破損しやすい箇所等を把握可能な設計
者に意見を求めることが可能な体制
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点検の体制及び第三者による確認

原子力安全・保安院 原子力安全基盤機構

（定期検査等）（定期検査、立入検査等）

設備所管Ｇによる
設備の点検・評価

発電所横串部門による確認
社外第三者機関による確認
（点検実施状況等）

発電所

（委員会による審議） （立入調査）

原子力安全委員会 地元自治体
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解析について



34©2008 The Tokyo Electric Power Company, Inc. All Rights Reserved.

解析の全体フロー

建屋の地震応答解析 設備の地震応答解析

観測記録 参照

今回の地震記録

建屋地震応答解析

今回の地震に対する
建屋への影響検討

A，Asクラス機器

配管その他機器 大型機器

建屋～機器
連成解析

機器応答の算定

許容応力と比較

詳細解析

今回の地震に対する施設への影響検討

応答

応答＞許容応力
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建屋の地震計配置 （７号機 原子炉建屋）
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地震観測記録 各号機揺れの比較
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７号機

加速度時刻歴波形

（原子炉建屋基礎版上：ＥＷ成分）
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建屋の地震応答解析結果
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建屋の地震応答解析の概要

原子炉建屋では、1～7号機全てにおいて、基礎版上と中間階の２点で
観測記録が得られており、これを基にシミュレーション解析を実施して
いる。
下図に1号機原子炉建屋のシミュレーション解析手法例を示す。

１号機原子炉建屋

88m

45m

１号機原子炉建屋

88m

45m
基礎スラブ上端の基礎スラブ上端の

観測地震波の時
刻歴波形

基礎スラブ上端からの
建屋各部の伝達関数

（時間領域）

建屋各部の応答

の時刻歴波形

基礎スラブ上端の観測

地震波の時刻歴波形

（周波数領域）

伝達関数の乗算

フーリエ逆変換

フーリエ変換

伝達関数

建屋各部の応答の

フーリエ変換

基礎スラブ上端の観測

地震波のフーリエ変換
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シミュレーション解析の考え方

（１）１～７号機原子炉建屋に共通の条件を設定

G
L

T.M.S.L 
12.0m
(GL)

質点系モデル（水平）
①建屋及び地盤ばねともに線形

②水平及び鉛直３成分（NS,EW,UD）を独立に解析

③基礎上における観測記録を入力

（２）解析モデル

①建屋質点系モデル

・重量 ： 各床位置の質点に重量を集中

・剛性 ： 曲げ・せん断剛性（水平）、

軸剛性（鉛直）を考慮

②地盤ばね

・水平：底面及び側面地盤ばね（水平、回転）を考慮

・鉛直：底面ばねを考慮

③地盤物性

・地震動レベルに応じて、号機毎に物性を設定し、地盤ばねの評価に反映

質点

曲げ・せん断
剛性考慮

地盤ばね



40©2008 The Tokyo Electric Power Company, Inc. All Rights Reserved.

今回の地震記録 ～基礎上観測記録～
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解析モデル

GLGL

T.M.S.L 12.0m
(GL)

T.M.S.L 12.0m
(GL)

T.M.S.L. 49.7m

T.M.S.L. 38.2m

T.M.S.L. 31.7m

T.M.S.L. 23.5m

T.M.S.L. 18.1m

T.M.S.L. 12.3m

T.M.S.L.  4.8m

T.M.S.L. -1.7m

T.M.S.L. -8.2m

T.M.S.L. -13.7m

水平方向 鉛直方向

７号機 原子炉建屋
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建屋の地震応答解析結果～床応答スペクトル（中間階）の比較～

観測
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今回の地震に対する建屋への影響評価

NS方向

0 0.1 0.2 0.3 0.4
-8.2

最大応答せん断ひずみ（×10-3）

T
.M
.
S
.
L.
 
(m
)
K7 R/B
NS方向

ひび割れ発生
の目安値

地下3階

地下2階

地下1階

1階

2階

3階

ｸﾚｰﾝ階

屋上

4階

NS　外壁
NS RCCV

せん断ひび

割れ発生
の目安値*

EW方向

0 0.1 0.2 0.3 0.4
-8.2

最大応答せん断ひずみ（×10-3）

T
.M
.
S
.
L.
 
(m
)

K7 R/B
EW方向

ひび割れ発生
の目安値

地下3階

地下2階

地下1階

1階

2階

3階

ｸﾚｰﾝ階

屋上

4階

EW　外壁
EW　RCCV

せん断ひび

割れ発生
の目安値*

～最大応答せん断ひずみ（７号機）～

*日本建築学会 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－ 1999

全号機について目安値を下回ることを確認
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設備の地震応答解析結果
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解析モデル（例）

機器類の動解析

立形ポンプ立形ポンプ

配管

原子炉建屋

建屋の動解析

円筒型容器

M

引張り

せん断

M

引張り

せん断

機器類の動解析
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設備の地震応答解析に用いる建屋応答

建屋応答加速度

本地震が観測された階については観測記録を用いる

それ以外の階については，観測記録をもとに建屋応答解析で算出された建
屋応答加速度を用いる

各床の応答スペクトルの策定

本評価おける床応答スペクトル

観測記録または観測記録にもとづく建屋応答解析による応答加速度を用いるた

め拡幅は行わない

設計時の床応答スペクトル

建屋の地震応答の不確かさ（地盤特性，建屋剛性，地盤ばね定数の算出式およ

び減衰定数，模擬地震波の位相特性等）をカバーするため拡幅（±10％）を

実施

上下動は一定値
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床応答スペクトル（７号機原子炉建屋３階）

（水平方向） （上下方向）

原子炉建屋 23.5m 床応答スペクトル（減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00

周期(s)

震
度

建設時S2(NS,EW包絡)

建屋応答解析結果(NS,EW包絡)

観測波(NS,EW包絡)

原子炉建屋 23.5m 床応答スペクトル（減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00
周期(s)

震
度

建設時静的震度（上下）

建屋応答解析結果(上下)

観測波(上下)

観測波を使用
観測波を使用

加
速
度
（
G
）

加
速
度
（
G
）

（G=9.80665 m/s2）
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減衰定数について

試験，研究等により妥当性が確認された設計用減衰定数

減衰定数（％）対象設備

水平方向 鉛直方向

溶接構造物 1.0 1.0

ボルトおよびリベット構造物 2.0 2.0

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0

電気盤 4.0 1.0

使用済燃料貯蔵ラック 7.0 1.0

燃料取替機 1.5～2.0 1.5～2.0

原子炉建屋天井クレーン 2.0 2.0

燃料集合体 7.0 1.0

制御棒駆動装置 3.5 1.0

配管系 0.5～3.0 0.5～3.0

※表中で下線部は，下記の検討により確認された減衰定数を示す。
「配管系設計用減衰定数適正化に関する検討，第9回機器・配管系検討会資料No.9-3-2-2(5)」，
（社）日本電気協会，2006年5月
「クレーン類の設計用減衰定数に関する検討，第9回機器・配管系検討会資料No.9-3-2-2(2) 」，
（社）日本電気協会，2006年5月
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設備の地震応答評価の概要

構造強度評価

許容応力状態ⅢASを評価基準値とする

設備の評価箇所は以下の観点から選定

地震力が大きく作用すると考えられる固定部（基礎ボルト，脚等）

設計時応力の許容値に対する余裕度が比較的小さい部位

動的機能維持評価

ポンプ，弁および制御棒等の地震時の動的機能が要求される動的機器につ

いて，応答加速度と機能確認済加速度※との比較を基本として評価を行う

評価基準値

機能確認済加速度は，JEAG4601-1991追補版に準拠するとともに，試験

等で妥当性が確認された値も用いる

※立形ポンプ，横形ポンプおよびポンプ駆動用タービン，弁等，機種ごとに試
験あるいは 解析により，動的機能維持が確認された加速度
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設備の地震応答解析 ～７号機代表設備～

原子炉建屋

原子炉遮
へい壁

圧力容器

原子炉本体
基礎

原子炉格納
容器

フランジ
プレート

基礎ボルト

シュラウド
サポートレグ

残留熱除去系配管 主蒸気系配管
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設備の地震応答解析結果 ～７号機代表設備～

要求機能 確認対象 算出項目

止める 制御棒挿入性 変位

応力

応力

応力

加速度

応力

応力

応力

7.1 （mm） 40.0 （mm）

残留熱除去系ポンプ 0.37 G（水平）

0.37 G（鉛直）

10.0 G（水平）

1.0 G（鉛直）

原子炉圧力容器
（基礎ボルト）

115 （N/mm2） 499 （N/mm2）

炉心支持構造物
（シュラウドサポートレ
グ）

32 （N/mm2） 243 （N/mm2）

閉じ込める

冷やす

算出値 評価基準値

主蒸気配管 134 （N/mm2） 281 （N/mm2）

残留熱除去系配管 199 （N/mm2） 274 （N/mm2）

残留熱除去系ポンプ
（基礎ボルト）

5 （N/mm2） 350 （N/mm2）

原子炉格納容器
（ドライウェル上鏡）

27 （N/mm2） 264 （N/mm2）

７号機については、一部設備を除き完了
１号機については、代表設備について完了
２～６号機については順次実施
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設備の地震応答解析結果 ～大型機器（７号機）一部抜粋～

原子炉圧力容器

確認対象 評価部位 応力分類
発生応力
（N/mm2）

許容応力
（ⅢAS）
（N/mm2）

主蒸気ノズル（N3） ノズルセーフエンド 膜 97 303

原子炉冷却材再循環ポンプ モーターケーシング 軸圧縮 105 123

給水ノズル（N4） ノズルセーフエンド 膜+曲げ 111 252

低圧注水ノズル（N6） ノズルセーフエンド 膜+曲げ 177 252

原子炉停止時冷却材出口ノズル
（N10）

ノズルセーフエンド 膜+曲げ 140 252

原子炉圧力容器スタビライザ ロッド 引張 221 513

制御棒駆動機構ハウジングレス
トレントビーム

レストレントビーム 曲げ 61 176

ブラケット類 上部ガイドロッドブ
ラケット

膜+曲げ 99 205
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設備の地震応答解析結果 ～大型機器（７号機）一部抜粋～

局部出力モニタ検出器集合体 カバーチューブ 膜+曲げ 106 141

起動領域モニタ
ドライチューブ

パイプ 膜+曲げ 122 257

核計測装置

確認対象 評価部位 応力分類
発生応力
（N/mm2）

許容応力
(ⅢAS)

（N/mm2）

ドライウェル上鏡 フランジプレート 曲げ 27 264

下部ﾄﾞﾗｲｳｪﾙｱｸｾｽﾄﾝﾈﾙ 原子炉本体
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ部

組合せ 206 427

電気配線貫通部 フランジプレート 曲げ 195 264

ベント管 ﾘﾀｰﾝﾗｲﾝの垂直管と
の結合部

膜+曲げ 52 127

ドライウェルスプレイ管 スプレイ管案内管 一次 52 211

ダイアフラムフロア シアプレート 曲げ 51 ※1 304

配管貫通部 フランジプレート 曲げ 160 202

格納施設

※1 荷重比が1以下のため，工認値を記載
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設備の地震応答解析結果 ～床置機器（７号機）一部抜粋～

胴板 膜 29 150主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能
用アキュムレータ 脚 組合せ 3 201

胴板 膜 36 150

脚 組合せ 8 201

主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能
用アキュムレータ

主蒸気系

13310せん断基礎ボルト

13338せん断基礎ボルトほう酸水注入系貯蔵タンク

12115せん断取付ボルトほう酸水注入系ポンプ

ほう酸水注入系

許容応力
(ⅢAS)

（N/mm2）

発生応力
（N/mm2）

応力分類評価部位確認対象

3507せん断基礎ボルト

高圧炉心注水系ポンプ 3416せん断取付ボルト

16951膜+曲げ
取り付け部
フランジ

高圧炉心注水系ストレーナ

高圧炉心注水系
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応力に及ぼす地震力の影響について

建設時の条件における地震力の影響

考慮すべき荷重※1
機器 部位例

自重※2 圧力 地震力
発生応力※1 裕度※1

33 67

75

94

92

93

80

90

99

35

25

6

8

7

20

10

1

65

1

基礎ボルト 5 - 20

2

6

1

10

基礎ボルト - - 10

RPV胴

0

30

30

2

-

1

5

-

ドライウェル上鏡

蒸気乾燥器

シュラウド

胴板

基礎ボルト

15

2
原子炉圧力容器

原子炉格納容器 1

配管（主蒸気系） 20

炉内構造物 2

炉心支持構造物 5

5容器

（熱交換器
等）
ポンプ 1

※1 許容応力を100とした場合の応力の割合（%）
※2 配管反力，スクラム反力等の活荷重を含む

（表の見方）
例えば配管の場合，地震力による応力が20％で、許容値に対する裕度が35%なので，地震力が2倍程
度の増倍までは耐えられると判断できる。
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まとめと今後の予定



57©2008 The Tokyo Electric Power Company, Inc. All Rights Reserved.

まとめ

点検
安全上重要な設備に関して、これまでに損傷は確認されていない

主要建屋（原子炉建屋，タービン建屋）内の機器については、耐震
クラスの低い機器の一部に損傷を確認

耐震クラスの低い屋外設備について、地盤沈下などの大きな相対変
位による損傷に加え、地震動による被害を確認

解析
原子炉建屋への影響評価は全号機について終了し、せん断ひび割れ
発生の目安値を下回っていることを確認、おおむね弾性範囲内

設備への影響評価は一部設備について終了し、これまでに解析を
行った設備については、評価基準値以内であった、おおむね弾性範
囲内

７号機については、解析対象の全９７設備中、７３設備の結果を報告
１号機については主要機器の結果を報告
２～６号機の結果は順次報告予定
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今後の予定

引き続き点検・解析を実施

７号機については、2008年6月を目途に、点検・解析の結果から、
設備の総合評価を行う予定

１～６号機については、2008年６月を目途に解析を終え、点検結
果と照らし合わせながら、順次総合評価を行っていく
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おわりに

点検・解析にあたっては、最新の学術知見、調査・点検技術をフル
に活用

点検・解析のプロセスや結果については、徹底的に情報公開

今回の地震により得られた教訓の共有をはかり、世界の原子力安全
の向上に貢献

今回のシンポジウム等を通じて皆様に状況をご理解頂き、アドバイ
スを頂ければ幸いである


